
流　　動　　資　　産 1,228,635,359 流　　動　　負　　債 79,536,598

現 金 預 金 1,102,815,558 521,203

売 掛 金 94,718 810,480

商 品 23,854,468 4,627,810

貯 蔵 品 339,100 18,261,384

未 収 入 金 73,658,241 164,300

未収還付法人税等 27,873,274 18,847,600

26,412,852

680,920

9,210,049

固　　定　　資　　産 2,219,500,900 固　　定　　負　　債 696,787,982

（ 有形固定資産） （ 1,990,580,745 ） 455,387,000

建 物 1,651,731,052 2,161,280

建 物 附 属 設 備 195,785,387 19,709,000

構 築 物 519,816 211,643,141

機 械 装 置 465,520 304,250

工 具 器 具 備 品 139,377,370 7,583,311

リ ー ス 資 産 2,701,600 776,324,580

（ 無 形 固 定 資 産 ） （ 16,053,755 ）

ソ フ ト ウ エ ア 15,196,955 株　　主　　資　　本　　 2,665,067,666

電 話 加 入 権 856,800 490,000,000

（ 投資その他の資産） （ 212,866,400 ） 510,000,000

投資有価証券 212,566,400 510,000,000

保 証 金 300,000 1,665,067,666

1,665,067,666

別 途 積 立 金 1,675,000,000

固定資産圧縮積立金 21,215,821

繰越利益剰余金 △ 31,148,155

評価 ・ 換算差額等 6,744,013

6,744,013

2,671,811,679

3,448,136,259 3,448,136,259

貸借対照表
令和３年３月３１日現在

買 掛 金

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

金　　　　額 金　　　　額科　　　　目

（単位：円）

資 本 金

賞 与 引 当 金

預 り 金

リ ー ス 債 務

未 払 消 費 税 等

負　債　の　部　合　計

純　　資　　産　　の　　部

未 払 費 用

敷 金

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

前 受 収 益

科　　　　目

修 繕 引 当 金

資 本 剰 余 金

資　産　の　部　合　計 負債・純資産の部合計

その他利益剰余金

純 資 産 の 部 合 計

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

資 本 準 備 金
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544,775,821

54,671,304

490,104,517

528,206,077

△ 38,101,560

25,629,773

370,953

23,100

25,235,720

8,605

8,605

△ 12,480,392

644,000

644,000

△ 11,836,392

304,000

△ 9,459,732

72,378,915 63,223,183

△ 75,059,575

受 取 配 当 金

特 別 利 益

営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

雑 収 入

経 常 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

補 助 金

当 期 純 損 失

雑 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 還 付 税 額

損益計算書

受 取 利 息

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

金　　　　　　　　　額

営 業 外 収 益

自　令和２年４月１日　　　　至　令和３年３月３１日

売 上 総 利 益

（単位：円）

営 業 損 失

科　　　　　　　　　目
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（単位：円）

資本剰余金

当期首残高 1,000,000,000 1,545,000,000 28,325,861 166,801,380

当期変動額

資本金から
準備金への振替

△ 510,000,000 510,000,000

　　固定資産圧縮
　　積立金の取崩

△ 7,110,040 7,110,040

  　別途積立金
　　　　　　の積立

130,000,000 △ 130,000,000

　　当期純損失 △ 75,059,575

　　株主資本以外
　　の項目の当期
　　変動額（純額）

当期変動額合計 △ 510,000,000 510,000,000 130,000,000 △ 7,110,040 △ 197,949,535

当期末残高 490,000,000 510,000,000 1,675,000,000 21,215,821 △ 31,148,155

評価・換算差額等

利益剰余金

当期首残高 1,740,127,241 2,740,127,241 4,711,658 2,744,838,899

当期変動額

資本金から
準備金への振替

         -          -       -

　　固定資産圧縮
　　積立金の取崩

         -          -       -

  　別途積立金
　　　　　　の積立

         -          -       -

　　当期純損失 △ 75,059,575 △ 75,059,575 △ 75,059,575

　　株主資本以外
　　の項目の当期
　　変動額（純額）

2,032,355 2,032,355

当期変動額合計 △ 75,059,575 △ 75,059,575 2,032,355 △ 73,027,220

当期末残高 1,665,067,666 2,665,067,666 6,744,013 2,671,811,679

資本準備金

3

株  主  資  本

自　令和２年４月１日　   至　令和３年３月３１日

株主資本等変動計算書

株　主　資　本

純資産
合　　計株主資本

合      計
その他有価証券
評 価 差 額 金利益剰余金

合         計

資 本 金

別途積立金 固定資産圧縮積立金

利  益  剰  余  金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金
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１．重要な会計方針に係る事項 
（１）資産の評価基準および評価方法 

  ① 有価証券 

・満期保有目的債券・・ 償却原価法を採用しております。 

・その他有価証券   

時価のあるもの・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

② たな卸資産 

商品の評価基準および評価方法は、最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 ・・・定率法 (リース資産を除く) 

              ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物並びに

平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。  

・建物     10～38 年  

・建物附属設備  8～18 年  

・機械装置      7～12 年 

② 無形固定資産 ・・・定額法 

              ただし、自社利用のソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間（5 年）に基づく定

額法を採用しております。 

  ③ リース資産  ・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

（３）引当金の計上基準 

① 賞 与 引 当 金   従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち  

当期に対応する見積額を計上しております。 

 ② 退職給付引当金   従業員の退職金の支払いに備えるため、当期末におけ  

る退職給付債務の見込額に基づき、当期末に発生してい
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ると認められる額を計上しております。 

  ③ 修繕引当金     将来の修繕費用の支出に備えるため、将来発生すると見

積もられる修繕費用のうち、当期の負担額を計上してお

ります。 

 

（４）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 


